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研究成果の概要（和文）：本研究では、教育的課題を抱える非進学校高校生の進路形成に着目し、産業構造やラ
イフスタイルなどといった地域の特性が進路形成とどのように関連しているのか検討するために、生徒調査と教
員調査等から分析を行った。その結果、商業高校では進路の多様化が進んでいるが、地域特性によりその度合い
に濃淡があることがわかった。そうした地域の特性は、生徒の進路形成に対し学校を介して影響を与えることも
あれば、直接的に生徒の進路展望に影響することもある。それゆえ、これまで看過されてきた地元地域の社会的
文脈に着目することにより、進路指導方法の改善が促進される可能性を示唆した。

研究成果の概要（英文）：In this study, I researched　how the characteristics of the area such as 
industrial structure and lifestyle are related to student's course formation. In order to approach 
it, I analyzed mainly the students and teachers surveys, focusing on the course of non-academic post
 secondary school with educational problems.
As a result, the diversification of the career paths has been advanced in commercial schools, but it
 was found that it is considerable variety in the degree depending on their regional 
characteristics. The characteristics of such areas may influence the student's course formation via 
school or directly influence student's course outlook. Therefore, the findings obtained by paying 
attention to the social context of the local area that has been overlooked, suggested the 
possibility of contributing to the improvement of the course guidance.

研究分野：教育社会学

キーワード： 進路形成　専門高校　生徒文化　教師文化
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年の雇用環境の悪化にともない、若者の
就労問題が大きくクローズアップされてき
た。また、そうした若者問題と教育達成との
関連では、大学進学を主要な卒業後の進路と
しない非進学校における高卒後の進路の課
題が指摘され、問題事象の偏在が報告されて
きた。このような職業世界への移行に課題を
抱えやすい高校生は、卒業後に無業者などの
高いリスクを背負う予備軍といえる。そのた
め高校生の進路形成問題の検討には、彼らの
職業観や勤労観を成熟させるようなキャリ
ア教育だけでなく、学校生活を取り巻く労働
市場の状況や彼ら自身の日常生活との関連
など、多面的な視座により分析を進めること
が重要になる。 
そうした教育と働く現場の検討は、これま
でに行われてきたマクロデータとのすりあ
わせだけでは十分でない。高卒採用の場合、
就職先の多くが中小企業や大企業であって
も地域採用の地元事業所であり、高卒就職の
問題では、地域の事情やそこでの進路指導の
文脈を含めて検討することが重要になって
いる（労働政策研究・研修機構『「日本的高
卒就職システム」の変容と模索』労働政策研
究報告書 No.97、2008 年）。 
それゆえ大学進学を前提としない非進学
校における進路形成では、学校の地理的・社
会的特性や生徒の日常生活に着目し、高校生
の進路展望とローカルな文脈のなかで紡が
れる進路形成のあり様を検討することが求
められる。 

 
２．研究の目的 
以上の関心のもと、本研究ではさまざまな
教育的課題を抱える非進学校高校生の学校
生活や家庭環境、進路意識の実態を地元地域
の文脈の視点から、非進学校における学校か
ら職業への移行の様相を明らかにする。具体
的には次の 2点について明らかにする。 
(1)非進学校生徒の学校生活と進路形成 
近年の教育改革により進学校では、これま
で以上に難関大学への進学準備の性格が強
まる一方、非進学校では単位制高校や総合学
科、学び直しを重視する高校など数々の新し
いタイプの高校が誕生した。また高校生にお
いても経済情勢を反映し家庭環境が二極化
し、子どもの貧困が課題となっている。そう
したなか、非進学校生徒の学校生活や生活経
験、進路に対する準備状況がどのようになっ
ているのかを学校調査により明らかにする。 
(2)地元地域における学校から職業へ移行 
上の調査結果の検討にもとづき、調査対象
生徒が就労する地域の中小零細事業所を対
象にインタビュー調査を行い、非進学校生徒
の地元就労を通じて学校と地域がどのよう
に結びついているのかを明らかにする。そこ
では職業に対する適性や技能のマッチング
だけでなく、｢地元つながり｣のような地元の
地域性にも着目し、さまざまな課題を抱える

高校生が社会的に包摂されていく過程の構
造を明らかにする。そうすることにより、調
査地域における非進学校における学校から
職業への移行の特徴や地元人材の育成に対
する指導の方策を検討する。 
 
３．研究の方法 
上述の目的に対し、次の方法により研究を
進めた。 
(1) 非進学校生徒の生活と進路形成に関す
る調査 
①質問紙調査 
全国的な視座から非進学校の進路課題を
明らかにするため、質問紙を作成し商業高
校・工業高校（合計約 1100 校）を対象にア
ンケート調査を行った。対象校の選定にあた
っては、全国商業高等学校加盟校、全国工業
高等学校長協会加盟校の中から、全日制課程
の学校を抽出した。 
調査項目は、学校所在地、設置年、生徒数、
教員数、設置学科、進路状況などの基本的な
学校の属性、教師の学習指導、生徒の学習意
識および進路意識、教育活動と職業との関連
性、将来展望などを設定した。質問紙は、郵
送法により返信用封筒を同封して一斉に送
付し、回収した。 
②インタビュー調査 
(a)スノーボールサンプリングにより同一
地域の学校に勤務する教師 6名を対象に、半
構造化インタビューを実施した。対象者らは、
教職歴 15 年以上のベテラン教員である。そ
れゆえ対象教員らは、職業系専門高校での勤
務校で一般教員としてだけでなく、進路指導
主事、教務主任、教頭、校長といった指導的
な立場を経験しており、全校的な視点だけに
とどまらず、当該地域を俯瞰的に状況解釈で
きると推測される。それゆえ彼らを調査対象
者にふさわしいと考え選定した。 
(b)職業系専門高校出身の学生のうち、調
査の趣旨に同意した者を協力者として選定
し、高校時代の学校生活に関する回顧インタ
ビュー調査を行った。インタビューでは、高
校入学時から大学進学までの生活や学校で
の指導を聞き出すライフヒストリーの手法
により行った。 
(c)人事担当者調査については、先行調査
から学校との実績関係による就職が必ずし
も一般的ではなくなってきている指摘を鑑
み、当初の調査計画を変更した。その結果、
地域の大人と高校生が日常的に交流し、地元
の様々な情報交換の場となっている青年団
に着目し、インタビュー調査を行った。青年
団の選定には、祭礼行事を介して定期的に寄
り合いが行われ、上述のインタビュー調査地
域と同一県内にあるなど共通の社会的な背
景知があることを考慮し行った。 
 
４．研究成果 
(1)非進学校生徒の生活と進路形成に関する
調査 



①質問紙調査 
本調査では、全国商業高等学校協会及び全
国工業高等学校長会の加盟校のうち、全日制
課程の商業科あるいは工業科を設置する高
校を対象に学校長宛てに調査票を送り、各専
門科の教科主任から回答を得た。本報告書で
は、顕著な傾向が見られた商業高校調査（対
象 588 校、回収率 26.5%）に焦点をあて成果
を示すことにする（表 1）。 

・職業教育に関する項目 
商業高校における職業教育は、教科・商業
科の教育活動を中心に行われる。そこでの学
習は、マーケティング分野(商品開発や広告
販売促進など流通に関する内容)、ビジネス
経済分野(ビジネスに関わる知識や地域産業
振興に関わる実習に関する内容)、会計分野
(簿記会計など会計処理に関する内容)、ビジ
ネス情報分野(電子商取引などコンピュータ
ーや情報ネットワークを活用したビジネス
に関する内容)に分類され、内容は多岐に渡
る。だが、専門学科で設定されている専門科
目の最低履修単位数は、25単位となっており、
さらに商業科では5単位を英語の科目に充て
ることができるため、商業科の専門科目の学
習指導が手薄であると推測される。 
さて、教師の認識によれば、「商業科の学
習指導を重視している。」の項目に肯定的な
回答が 89.5%と非常に高く、「全国商業高等学
校協会の資格検定に関する学習指導を重視
している。」の項目においても肯定的な回答
が 85.7%に達し、職業教育において資格取得
の指導が重視されていることがわかった。一
方、「科(ｺｰｽ・ｸﾗｽ)と関連する分野のスペシ
ャリストの養成を目指した学習指導を重視
している。」の項目では、4割程度しか肯定的
な回答をしていなかった。このように商業科
の職業教育は、全商協会の資格検定に向けた
指導を中心に商業教育に重点が置かれてい

るが、一方で、関連分野のスペシャリスト養
成を意識したものとは認識されていない、と
いう矛盾したような状況になっていた。 
・生徒指導に関する項目 
生徒指導に関する項目では、「挨拶やマナ
ー指導を重視している。」の項目で肯定的な
回答に 94.1%、「基本的生活習慣の指導を重視
している。」の項目で 89.6%が肯定的な回答を
しており、学校における日常的な行動に対す
る指導に重点を置いているようであった。さ
らに自己肯定感につながる「貴校で学ぶ高校
生としての誇りを持つことを意識した指導
を重視している。」の項目で、73.2%が肯定的
な回答をしていた。こうした結果は、工業科
調査と比較しても商業科の方が高く、生徒指
導を重視する傾向が見られた。 
・進路指導に関する項目 
最後に進路指導に関する項目では、就職に
直接関係すると考えられる「職業に就くため
の心構えや態度の指導を重視している。」や
「就職試験対策の指導を重視している。」の
項目で重視されており、それぞれ 74.9%、
64.1%が肯定的な回答をし、その割合は工業
科より高くなっている。一方、進学に関する
指導については、「商業科推薦等を利用して
私立大学への進学指導を重視している。」や
「商業科推薦等を利用して国公立大学への
進学指導を重視している。」の項目でそれぞ
れ 54.9%、34.0%が肯定的な回答をしており、
専門高校推薦入試を念頭に置いた進学指導
が盛んに行われているが、工業科のそれと比
べると低調のようであった。 
 
②インタビュー調査 
(a)の調査では、表２に示す教師らを対象
に調査した。 
 インタビューでは、彼らのライフヒストリ
ーを尋ねる形式で、学校を取り巻く社会環境
や教育活動の様相について聞き取りをした。
そこで得られた知見は以下のようなもので
ある。 
・大気汚染などの公害問題を背景に、製造
業への就職に対する嫌悪感が広がった。 
・1990 年代頃より、大学進学志向が高まり、
職業科でも進学対策を行うようになっ
た。 
・進学志向の高まりは、中学生の普通科志
向とリンクし、職業高校を受験する中学
生の確保に苦労するようになった。 

表 2 調査対象者の一覧 
 性別 年令 主な経歴 
A 男 40 代 工業科担当・学科長 
B 男 40 代 理科担当 
C 男 50 代 数学科担当・教務主任 

D 男 50 代 
工業科担当・進路指導
主事 

E 男 60 代 理科担当 
F 男 60 代 工業科担当・管理職 

表 1 回答した学校の特徴(%) 

設置者 
公立 私立 計 
76.6 23.4 100.0(153) 

学校所
在地 

北海道 東北 南関東 
11.0 9.7 8.4 
北関東・甲信 北陸 東海 
5.2 5.2 12.3 
近畿 中国 四国 
12.3 7.1 8.4 
九州 計 
20.6 100.0(155) 

商業科
設置形
態 

単独校 併置校 計 

31.8 68.2 100.0(154) 

入学生
の中3時
成績 

上位 中の上 中位 
0.0 4.8 40.1 
中の下 下位 計 
30.6 24.5 100.0(147) 



・少子化や受験生の動向などにより、高校
は統廃合の対象になりやすい。 
・卒業生の活躍により、求人状況は良好で
あるものの、生徒を送り出すことができ
ていない。 
・今後、進学志向はさらに高まり、高卒就
職は衰退すると考えている。 
・厳しい家庭環境の生徒でも、奨学金や教
育ローンを利用して進学するようにな
った。 
(b)の調査では、表３に示す学生を対象に
調査した。 

インタビューでは、彼らのライフヒストリ
ーを尋ねる形式で、出身校の学習指導や進路
指導、進路選択の過程との関連について聞き
取りをした。そこで得られた知見は以下のよ
うなものである。 
・入学後、成績上位者は教師の指導により
大学進学に向けて資格検定や小論文の
指導を受けた。 
・出身校が地元の学校階層で下位に位置し、
魅力的な求人が乏しかった。 
・伝統校であるため、職業系の専門高校だ
ったが就職も進学も良好だった。 
・部活動が盛んであるため、そうした生徒
が集まる科・コースがあった。 
・進路選択では、偏差値の高さよりも教育
内容や利便性を優先した。 
(c)の調査では、表４に示す学生を対象に
調査した。 
インタビューでは、彼らの高校時代におけ
る青年団活動と学校生活、進路形成の関連に
ついて聞き取りをした。そこで得られた知見
は以下のようなものである。 
・青年団活動では、祭礼行事だけなく周縁
的な行事が 1年中設定されており、生徒
らはそうした行事と学校生活とのやり
繰りに苦労していた。 
・青年団には 20 代の社会人も含まれてお
り、高校生は就職や結婚といったライフ
ステージを経験した先輩を1つのライフ
モデルとして看取できる状況にあった。 
・高校卒業後の進路において、青年団を継
続可能かどうかが、選択基準の 1つとな
っており、それをサポートする人的ネッ

トワークがあった。 
・彼らは、自らが展望する地元を中心とし
たキャリア形成に対し、学校も含めた公
的な支援に頼ろうとしていなかった。 
表 4 調査対象者の一覧 
 出身高校 所在地 高卒後の進路 
J 普通科 地域外 大学 
N 専門科 地域内 就職 
T 普通科 地域内 大学 
S 総合学科 地域内 専門学校 
D 普通科 地域内 大学 
K 総合学科 地域内 大学 
M 普通科 地域内 就職 
O 普通科 地域内 大学 
I 専門科 地域内 就職 
P 普通科 地域内 大学 
 
以上の複数の調査から、非進学校高校生の
学校生活、家庭環境、進路意識の様相につい
て、全国的な教師の視点、特定の地域に焦点
化した教師・生徒の視点、さらに学校外の地
域コミュニティーの視点により検討した。そ
こでは、おぼろげながら輪郭を見せる非進学
校の学校生活や進路形成の現状と今後予想
される進路形成の動向を看取することがで
きた。また進路形成における「地元つながり」
という変数は、地元志向という若者文化の一
側面との関連だけでなく、地元産業や町の担
い手育成としても重要である。今後はさらに
地域を絞り込み、行政による地域振興や若者
就労支援との関連を探りながら検討を進め
たい。 
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表 3 調査対象者の一覧 
 出身校 出身校の概略 

A 私立a校 
1926 年開校。県庁所在地市
街地にある。 

B 私立b校 
1929 年開校。県庁所在地市
街地にある。 

C 県立c校 
1928 年開校。県庁所在地市
街地にある。 

D 県立d校 
2007 年開校。県庁所在地市
街地にある。 

E 県立e校 
1948 年開校。地方都市の山
間部にある。 

E 市立f校 
1954 年開校。地方都市の市
街地にある。 
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